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CASE 実施例
一大阪ガスのケースー
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1.はじめに

オージス総研は， 1990 年より CASE 導入に取り組

み，すでに 18 プロジェクトへの適用実績を持つ.最近

は， BPR を目的とし，業務の改革，システム開発フ。ロ

セスの改革をビジネス・モデリングおよびデータ中心

アプローチで実施する例が増えてきている.また，ク

ライアント・サーバーシステムへの対応も急で， ミッ

ションクリチカルなビジネスアプリケーションについ

ても CASE による開発が有効で‘ある.

本稿では，当社の CASE適用事例を中心に，関連す

る技術について紹介する.また，当社の今後の取り組

みについて概観し，これから CASE を適用される読者

の一助としたい.

2. CASE 導入のねらい

1 )導入のねらい

オージス総研は大阪ヌゲス糊の 100%子会社で，大阪

ι:一一一一円以tr CAS E 3 品質の向上 ;諒

留 保守負荷の軽減 2if~三五
図 1 CASE導入のねらい (1989年時点)

みょうじん さとる 側オージス総研

干 550 大阪市西区千代崎 3~2~95

1995 年 2 月号

ガスの基幹システムの中長期的生産性の向上，品質の

向上，保守負荷の軽減を目的として， 1990 年から

CASE 導入に取り組んだ.

CASE に期待したのは，保守の負荷増大，要員の固

定化，大規模なシステム聞の不整合， ドキュメント保

守の困難さを解決することであり(図1)， r 1 サイク
ルのシステム開発の生産性向上だけでなく，システム

保守の生産性向上までを考慮すること」であった.

2 )導入経緯

1989 年 9 月に IBM から AD/Cycle の発表があり，

システム開発の問題を解決するソリューションとして

CASE に期待が集まった.

ただ， CASE を実用に供するには推進体制や開発環

境，教育，管理など多くの課題があった.これらを解

決するために， 1990 年 2 月に CASE 推進フ。ロジェク

トを発足きせ， CASE ツール導入の前提となるシステ

ム開発方法論と CASE ツールの調査，研究と開発環境

の整備を行なっていった. (図 2 ) 

当社では，システム開発方法論として，次の理由か

ら IE(インフォメーション・エンジニアリング)を

図 2 CASE導入経緯
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ベースの方法論として採用した.

(1)全開発工程をカバーしている

(2) データ中心アプローチ (DOA) であ

る

(3) データ系とプロセス系の連携

(4) 方法論を具現化した、ソールがある

(5) わかりやすい

また， CASE ツールとして次の理由から

ADW を選択した.

(1) IE に沿ったツールである

(2) 上流から下流まで統合化している

(3) データ設計とプロセス設計をサポー

トし，整合性を保っている

(4) リポジトリとの連携機能がある

(5) 外部とのデータ交換が可能である

(オープン性)

(6) パッチ，オンライン両方をサポート

している

(7) IMS, CICS, DB 2 に対応している

(8) IBM の AD/CycIe に含まれている

特に，オープン性は最近のクライアン

トサーバシステム (CSS) への対応におい

て重要かつ有効な与件であった.

また，情報システム部門の役割の急激な

変化の中で，安定した情報基盤としての

データモデルを整備し，データを核にして

ユーサーコンビューテイングを推進するため

にも， DOA でリポジトリベースの開発法

を選択したのは正しい決定で、あったと言え

る.

3) CASE によるシステム開発工程の変化

データ中心アフρローチ (DOA) の IE( イ

ンフォメーション・エンジニアリング)に

従来手法
プロセス中~C、

成果物の紙ベ}スでの管理

DOAlCASE手法
データ中心
成果物のコンピュータによる管理

図 3 DOA/CASE手法

データ項目の

一元管理
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よれば，従来の直線的なプロセス中心の開

発方法からデータ分析を重視する多面的な開発になる.

ADW の特筆すべきは，プロセス分析とデータ分析の

聞にインフォメーション・ビューという関連がつけら

れ，プロセスで使われていないデータがないか，未定

義のデータはないかなど，有機的な連携を保ちながら

整合性のある開発を行なうことができることである.

図 3 に示すように，開発手順についてもデータ分析

とプロセス分析を融合させて各モデルを洗練させてい

くことになる.

100 (26) 

また，図 4 に示すデータ項目辞書を整備し，ユーザ

業務の言葉で，システム内部のデータ項目を一元管理

している.これにより，要件定義における誤解を防ぎ，

保守てωのユーサーの間合わせに対して，ユーザ、業務とシ

ステム定義データの連携がとれるようになった.管理

すべきデータ項目数は，従来と比べて 50-80%に激減

する.
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図 5 CASE導入プロセス

幽
一
一
一
一

3. CASE 導入アプローチ

1)導入プロセス

単発的なパイロットでなく， 4 -10 パイロットを継

続して定着させていくことにより開発の文化を変革さ

せていった.図 5 には，各ステップの作業項目を示し

た. CASE はツールの導入だけでなく，教育，開発環

境の整備や方法論の整備など，多くの作業をタイム

リーに進めていく必要がある.IE と DOA を融合き

せ，実績を反映させて最終的には図 6 に示すオージス

開発方法論を整備した.

2 )教育

教育は変化に対するマネジメントの上でも重要で、'

1995 年 2 月号

一般的には DOA 概要， CASE ツール操作， DOA 技

法などを各レベルの参画者に行なう必要がある.

当社では，特に分析作業についてはマルチメディ

ア CAI を利用して演習形式の擬似体験が行なえる

ように工夫し，学習効果を上げている.

3 )開発管理

図 7 のような体制を作り， トップレベルの理解を

得て，企業レベルで取り組んだ.

データ項目については，辞書管理委員会を開催し

て，データ項目追加，修正を審議する.その結果，

同音異義や異音同義語が排除された.

4. CASE 適用事例

4.1 初期の問題点

現在までに，社内外 18 案件， 250 万ス

テップ以上の CASE 適用実績を持つに

到ったが，すべてのプロジェク卜が順調に

いったわけではない. CASE 導入の初期プ

ロジェクトにおいては，以下のような問題

を克服する必要があった.

これらの実績の中から， IE を独自にカス

タマイズし，オージス総研方法論を整備し

ていった.

1 )ユーザおよびマネジメントの

CASE ダイアグラムレビューの拒否

ERD や DFD は，それをレビューするに

はある程度の訓練が必要で、ある.またその

内容は業務そのものであるので，ユーザが

自らその開発に参画する意識が重要で、ある.

当初はユーザやレヒ、ユーアに負担を強いたことも

あったが，現在では，補完のドキュメントを作成し，

ユーザ教育も推進し，ユーザ参画型開発を行なってい

る.

2 )分析工程作業の増加

従来の上流工程においては，データ項目辞書の整備

やデータモデリング，プロセスモデリングといった作

業は存在しない.

したがって上流工程の期間も長くなり，マネジメン

トのチェックも従来通りのフェーズ単位では遅くなっ

てしまう.そこで，分析工程を開発規模に応じて 3 分

割し 3 段階承認方式とした.規模が小さい場合は，

(27) 101 
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(情報化役員会)
・ユーザー部門役員
-情報システム役員
(外部コンサル)
-情報システムマネジメント

(C嶋田援グループ〉
・方法諭支援

(CASE推進会議)
.評価

.教育・マーケティング
・ツール・テクノロジー支援
.教育開発

・管理指標の測定
.方法諭適用支鍾
.CASE適用計画

・方法論開発
・パスファインダー推進ガイドライ‘
.情報交換と統一的問題解決

。ポジトリサービス)
.データ項目管理

・ツール・方法諭への反映

ドキュメント管理
.ライブラリ.再利用
.リポジトリテクノロジー

口トップレベルの理解と推進
口ユーザーの参画

-1 f也プロジェクト|

口CASEは業務/ノウハウの入れ物
ロシンボリック・マネージャとしてのCASE支援
図 7 開発推進会議

2 回目の承認は割愛した. (図 6 参照)

3) ベテラン SE の反発

短期の生産性で比較するならば，従来手法の方が高

生産性である.これは，従来手法ではライブラリや運

用環境，さらには教育などが整備されており，利用す

るツールなども枯れた技術になっているからである.

新技術の場合，それが革新的であればあるほど，

100%完全な形では登場してこない.

したがって，保守まで含めた中長期の生産性，品質

向上をねらい，短期的な評価で全体を判断せず，継続

的な改善が必要で、ある.またモデルベース， リポジト

リベースの開発という本質的な部分を落としてお絵書

きツール的な利用に走れば，一時的な生産性は上がる

が，保守においては従来と同じ混乱に陥ることになる.

4 )進捗管理の精度

新しい手法は工数見積りとその進捗管理において経

験値がないために精度の高い管理がどうしても困難に

なる.

これに初期の段階で対処するためには，細かく

フェーズを切って見積もることと，手法によって変動

のない機能ベースの見積りであるファンクションポイ

ントの導入などが有効である.

現在では，経験値も蓄積きれてきたので，精度も上

102 (28) 

がってきており，従来手法と同等の進捗管理が可能と

なっている.

5 )若手中心の体制による業務知識不足

CASE の神話として，システム開発経験の乏しい若

手てもツールと方法論によって開発が可能というのが

あった.これは一部正しいが，やはり上流の論理から

下流の物理設計に至るまでを見通して，自信を持って

進捗管理を行なうためには，従来方式におけるシステ

ム開発の経験や業務の知識が必要である. したがって，

従来方式を経験した新技術の吸収に積極的なリー夕、は

必須である.ただし，確実に平均年齢を下げることが

できるのは事実である.

業務知識については，最低限度の知識は必要で、ある

が， ERD, DFD はユーザと SE の共通言語になるの

で， SE は業務に精通していなくても，業務の無駄や問

題を客観的に指摘することが可能となった.

6 )論理モデルと物理モデルのギャップ

ERD, DFD ともに IE の教科書では論理と物理は区

別して書くように指導きれているが，現実には，スモー

ルステップて順次論理から物理へ移行する必要がある.

この問題は，上流から下流までほとんどギャップのな

いオブジェクト指向でも同じである.

オベレーションズ・リサーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



4.2 適用事例

表 l に示すように，現在までに社内外 18 案件， 250 

表 1 CASE適用実績例

アプリケーション 規模
賞用フェ

'1 リー11ft副 分析 設割 構築

1∞万ステップ 93.4 
新会計システム DB2.CICS 従来手法 PCOB 1 完93了10 
運用管理システム

20万ステップ TELON TELON 
DB2.CICS AWS 完了

機器管理システム
12万ステップ OGIS.DD 93.4 

IMS 吉元弊社管開理発シ情ス報テム 5千ステップ
CWS 

DB2, CICS 完了

D14B万2，スCIテCSップ 従来手法 PCOB 93.4 
業績評価システム OGIS-DD DWS CSP 完了

40万ステップ CSP/2 94.4 
弊社経理システム DB2, CICS AD 完了

弊社管固理定シ資ス産テム 4万ステップ
PWS 

CWS 92.9 

DB2, CICS r~p j゚ 

設備点管検理情シ報ステム 3IM5S万ρスBテ，DBッ2プ CSP 
1!'I.3 
完了

セキュリテイ・ 1万ステップ Visual 94.4 

サーピス・システム DBMS BASIC 完了

15万ステップ
AWS 

95年度部品管理システム OGIS-DD ClS 

健康管保理険システム 5万ステップ(予定) DWS 

IMSIDB. 082, CICS(予定) CWS 95.3 

A財社務会計再栴築 26(予万定ス)テップ SAP 96.3 

原B干価土管理システム 10(万予ステップ Visual 
95.3 定) BASIC 

C社 支処払理基シ金ス請テ求ム 20(予万定ス)テップ 95.3 

-リポジトリモデル開発
.DDの開発
・エンサイクロベデイア管理ツール

E
ド
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万ステップ以上の適用実績を持つ.

最近は BPR を目的に，業務をモテール化し，パッケー

ジの活用を前提として，現業務の無駄を排除し，新規

案件を確実に定義したうえで，下流の構築部分は

限定して，可能な限りパッケージを利用し，維持

管理を含めたシステムのユーザ移管を推進してい

る.

これまでに得られた成果を図 8 に示す.以下代

表的な事例を紹介する.

4.2.1 設備点検情報管理システム ('94)

1)概要

分析から構築までの一貫 CASE 適用. IMS/ 

DB, DB 2, 3.5 万ステップ (COBOL 換算)，

2 )効果

図 9 に示す生産性が確認された. COBOL によ

る従来手法(当社比)に比べて 14.5%の生産性向

上である.この数字自体はあまり大きくないが，

要件定義の確実な作り込みにより，手戻りや修正

が減少することや，データ項目の整合性と統一性

により，保守フェーズでの生産性向上が大きい.

効果

効

率

(予測)新規
・分析約20%向上
・設計約10%向上
・製作約20%向上

全体で14.5%向上

-分析での成果物の均質化
及び漏れの減少
・ユーザと SE問でのコミュニ

ケーション円滑化
・データ項目の整合性と統一化

.手順の標準化
・分析成果物の設計での直接利用
.設計書が直接システム資源定義
. 1 人l台のW/S利用

-約100名の CASE要員育成

-既存システム資源の問の
関連情報取得の自動化
.FMP維持管理の一部自動化

図 8 CASE整備の成果
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ユーサーニーズの理解の容易'性や属人'性の排除， 叫元

管理による品質の向上，保守作業の軽減，要員育成.

4.2.4 当社経理システム

1 )概要

CASE を上流から下流まで初めて本格的に取り組

んだシステム. 40 万ステップ， DB 2, CICS. 

2 )効果

CSP パターン部品利用率 30-40%で初期オーバー
Jて 分 化
イ 析 設計
80 80 
% % 

言十 作

90 80 
% % 

ト

100 
% 

85.: % ヘッドを除いて 20%の生産性向上が達成きれた. (図

10) 手戻り作業が，理解の深まり，分析漏れの減少，

影響範囲の特定が容易になった.

図 9 開発生産性

基本設計

詳細設計

47 

図10 開発生産性

100 

105 

仰の

( )内はオーバーヘッドを除いた工数%比較

4.2.2 大阪ガス経理システム ('93)

1 )概要

分析のみの適用(下流ツールは日本語化きれていな

かった). 100 万ステップ (COBOL 換算)， 300 画面，

DB 2, CICS. 

2 )効果

・分析工程の工数が 7%削減できた:初期オーバー

ヘッド(教育，開発標準作成，開発環境の整備)

を除く

・品質の向上(分析漏れ減少，理解の深まり，矛盾/

影響範聞の特定が容易)

・保守作業の軽減(変更が容易)

4.2.3 固定資産システム ('91)

1 )概要

CASE 適用のパイロットとして取り組んだ. 4 万ス

テップ (COBOL 換算)， DB 2, CICS. 

2 )効果

初期オーバーヘッドを除いて 26%の工数を削減した.

104 (30) 

4.3 CASE 導入の成功要因

これまでの適用実績の中から， CASE 技術導入にお

ける成功要因をまとめると以下のようになる.

1 ) トッフ。マネジメントによる推進

従来手法でも可能で、あるのに，あえて CASE でやる

目的は，ユーザ?業務のモデリングによる BPR であり，

システム開発の改革であり，情報資源管理のしくみを

作ることによる保守の生産性向上や，ユーザコン

ビューテイングの推進などである.これらは，強烈な

問題意識を持ったトップによる推進によらねば実行は

困難で、ある.

2 )変化に対するマネジメント

既存の技術に習熟したベテランが見せる抵抗は，既

存のスキルやノウハウの否定，伝統への安住などが原

因である.技術論よりも変化に対する不安の方が大き

いので，これを管理するために， PR や教育，事例紹介

や，自分にとってのメリットを示すなどの変化に対す

るマネジメントが必要で、ある.

3 )継続する実適用

1 回のパイロットプロジェクトで劇的な成果が出な

いからといって，それで中止しては何も残らない.

生産性や品質を定量的に計測して，何が原因で目標

に達成しなかったかを追求し，改善を繰り返きなけれ

iまならない

4 )パイロットよりもパスファインダー

最初のフ。ロジェクトにあまりにも小規模で、重要でな

い案件を選出すると，それが成功しでもインパクトが

少なし体制や計画も十分されずに実施されることが

多<.失敗につながりやすい.

中程度の規模で必ず成功させねばならない案件を選

択すべきである.
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5. 関連技術

5.1 リポジトリ

統合化 CASE はリポジトリに開発成果物を格納し

て，互いに連携されている.保守フェーズにおける生

産性の向上は，このリポジトリによって実現される.

一般に CASE ツールが持つリポジトリはプロジェ

クト単位の開発時の機能である場合が多い.

ADW のリポジトリ(エンサイクロベディア)も例外

でなく， WGC (ワークグループコーディネータ)や

WGM (ワーククールーフ。7ネジャ)でエンサイクロベ

テV ア管理の効率化や共有化，統合化が順次可能と

なってきているが，運用環境や既存システムも含めた

全社的情報資源管理の実現まて、至っていない.

最近，メインフレームの他にワークステーションや

PC とで稼動するオープンリポジトリ製品が出てきて

おり， ADW の全社的運用，保守持のリポジトリとし

て， R&O 社の Rochade が推奨されている.これによ

れば，企業レベルの情報資源管理が実現きれる構成管

理，変更管理，工程管理，変更影響調査は，このリポ

ジトリを通して千Tなうことになる.また，ビジネス用

語で定義きれたデータ辞書を通して，ユーザが業務の

用語で既存システムやデータベースをアクセスできる

ので，ユーサ'コンビューテイングのプラットホームに

なる.

今後，クライアント・サーバシステムの構築が増加

して，情報資源が分散すればするほど，プロジェクト

単位，部門単位，企業単位での管理ニーズがますます

高まり，このようなリポジトリの導入例が増えていく

と予想される.

5.2 リパースエンジニアリング

新規に開発する場合， CASE によりリポジトリベー

スの開発を行なえば保守の生産性が向上する.一方，

既存システムを解析して設計情報や成果物関連情報を

復元，変換してリポジトリに戻すのがリノ〈ースエンジ

ニアリングで、ある.

当社では， 目立製作所と共同研究で開発したデータ

中心リエンジニアリング (DORE) を利用して，既存シ

ステムのプログラム，ファイルマスタ，ファイルレイ

アウト，コード集， ]CL などを解析して，データ項目

辞書 (DD) ，ディレクトリシステム (DS) に登録し，

関連や一覧を表示する保守支援システムを構築してい

る.

1995 年 2 月号

5.3 CASE による BPR

BPR について，アメリカの場合の問題は業務設計図

と現実の恭離であるが， 日本では業務設計図そのもの

がなく，ベテランからの知恵の継承が途絶えているこ

とである.今，まさにビジネス側からも，システム側

からも客観的に評価できる共通言語としてのビジネ

ス・モデルを構築して，改革に取り組む必要がある.

5.4 クライアン卜・サーバ (C/S) 対応

大規模な基幹業務を C/S システムで開発する例が

増えている.特殊な業務については，オブジェクト指

向や GUI ベースの下流 CASE ツールが多数商品化さ

れているので，上流 CASE からのデータ系，プロセス

系の分析情報をブリッジして開発することになる.

データ系は分散すればするほど上流 CASE による

データモデリングによって全体を管理する必要性が増

えている.

一方，標準的な業務については， SAP などの基幹業

務の C/S 型パッケージの導入により，パッケージの

機能を前提として現行業務のビジネスモデルを作成し，

新規開発部分を最小化するならば，まさに BPR を実

現したことになり，ユーザコンビューティングも一挙

に進むことになる.

6. おわりに

1990 年にスター卜した当社における CASE の導入

は.IT(情報技術)ーメインフレーム中心からダウンサ

イジングへ とビジネス環境ーシステム開発の改革か

ら業務の改革へーの激的な変化に会いながらも，デー

タ中心アプローチとリポジトリベースの開発という本

質は変らず，定着してきた.

オブジェクト指向への移行もデータ中心アプローチ

からスムーズに千Tなえるので. DOA によってシステ

ム開発の改革に取り組んでいきたい.
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